
　

国
民
年
金
に
は
多
額
の
国
庫
補
助
が
投
入

さ
れ
る
こ
と
を
知
ら
な
い
人
び
と
が
6
割
強

に
上
る
。こ
の
P
R
不
足
と
驚
く
べ
き
無
関

心
を
い
っ
た
い
、ど
う
乗
り
越
え
る
の
か
。

就
業
構
造
の
激
変
を
映
し
て

　

3
年
ご
と
に
実
施
さ
れ
る「
国
民
年
金
被

保
険
者
実
態
調
査
」は
、毎
回「
皆
年
金
」の
基

盤
が
も
ろ
い
こ
と
を
教
え
る
。

　

最
新
の
2
0
0
8（
平
成
20
）年
調
査
で
は
、

国
民
年
金
の
第
1
号
被
保
険
者
1
8
3
1
・

6
万
人
の
う
ち
保
険
料
完
納
者
は
53
・
9
％

（
う
ち
一
部
納
付
者
10
・
5
％
）に
止
ま
り
、滞

納
者
は
23
・
6
％
に
上
る
。負
担
能
力
が
な
い

申
請
全
額
免
除
者
11
・
2
％
、
学
生
納
付
特

例
者（
猶
予
）9
・
3
％
、若
年
者
納
付
猶
予
者

2
・
0
％
の
存
在
は
仕
方
が
な
い
。そ
れ
に
し

て
も
滞
納
者
は
25
～
29
歳
の
32
・
1
％
、30
～

34
歳
の
31
・
8
％
と
若
年
層
で
際
立
ち
、地
域

別
で
は
大
都
市
部
で
27
・
1
％
に
上
る
。

　

も
と
も
と
自
営
業
者
向
け
に
創
設
さ
れ
た

国
民
年
金
だ
が
、就
業
状
況
を
み
る
と
、失
業

者
、フ
リ
ー
タ
ー
、学
生
ら
を
含
む
無
職
が
最

多
で
30
・
6
％
、次
い
で
臨
時
・
パ
ー
ト
26
・

1
％
、自
営
業
者
15
・
9
％
、常
用
雇
用
者
13
・

3
％
、家
族
従
業
者
10
・
3
％
。当
然
な
が
ら

20
～
39
歳
の
無
職
者
や
25
～
34
歳
の
臨
時
・

パ
ー
ト
で
滞
納
者
が
突
出
し
て
い
る
。

　

国
民
年
金
制
度
は
、若
者
た
ち
の
自
立
の
遅

れ
、就
職
難
、フ
リ
ー
タ
ー
化
、非
正
規
労
働
化

な
ど
の
現
状
を
映
し
出
す「
鏡
」と
も
い
え
る
。

イ
ン
フ
レ
を
知
ら
な
い
世
代
に

　

加
入
者
の
属
す
る
世
帯
の
総
所
得
金
額
は
、

納
付
者
平
均
は
5
6
5
万
円（
最
も
多
い
中
位

数
で
3
5
7
万
円
）、滞
納
者
は
同
3
4
2
万

円（
同
2
3
8
万
円
）。た
だ
し
滞
納
者
の
う
ち

総
所
得
1
0
0
0
万
円
以
上
も
4
％
い
る
。

　

全
般
的
に
苦
し
い
家
計
状
態
が
浮
か
び
上

が
る
の
だ
が
、滞
納
者
の
大
群
に
歯
止
め
が

か
か
ら
な
い
理
由
は
ほ
か
に
も
あ
る
。

　

公
的
年
金
は
物
価
上
昇
に
応
じ
年
金
額
が

改
定
さ
れ
、実
質
価
値
が
急
減
し
な
い
こ
と

を「
知
っ
て
い
る
」の
は
全
体
で
43
・
4
％
に

す
ぎ
な
い（
滞
納
者
は
37
・
2
％
）。

　

デ
フ
レ
基
調
の
経
済
情
勢
が
続
き
、70
年

代
の「
石
油
シ
ョ
ッ
ク
」に
よ
る
物
価
高
騰
の

体
験
者
は
60
歳
代
以
上
に
な
っ
た
。個
人
年

金
や
貯
蓄
形
の
生
命
保
険
で
は
、イ
ン
フ
レ

が
続
く
と
、長
年
の
掛
け
金
も“
雀
の
涙
”に

な
る
怖
れ
が
あ
る
の
だ
が
、
滞
納
者
の
48
・

5
％
は
生
命
保
険
か
個
人
年
金
に
加
入
し
て

い
た
。

　

国
民
年
金（
給
付
時
は
全
制
度
共
通
の
基

礎
年
金
）に
は
給
付
額
の
3
分
の
１
相
当
の

国
庫
負
担
が
付
く（
09
年
度
か
ら
2
分
の
１

へ
引
き
上
げ
）。
こ
の
最
大
の
メ
リ
ッ
ト
を

「
知
っ
て
い
る
」の
は
全
体
で
37
・
2
％（
滞
納

者
は
34
・
5
％
）。社
会
保
険
庁
の
年
金
記
録

広
報
戦
略
な
き「
年
金
」の

行
方
は
危
う
い

■
国
民
年
金
の
実
態
調
査

宮
武 

剛 

の  

社
会
保
障  

言 

論
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■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

早
稲
田
大
学
政
経
学
部
卒
。毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大

学
教
授
を
経
て
、 

現
在
、目
白
大
学
教
授
。

近
刊
に『
現
代
の
社
会
福
祉　

1
0
0
の
論
点
』（
監
修
・
共
著
、全
国
社
会

福
祉
協
議
会
刊
）。

問
題
を
契
機
に
洪
水
の
よ
う
な
年
金
報
道
が

溢
れ
た
も
の
の
、調
査
ご
と
に
周
知
度
は
低

下
し
て
い
る（
表
参
照
）。

役
所
言
葉
と
役
人
体
質
を
廃
せ

　

払
え
な
い
・
払
い
に
く
い
人
び
と
の
た
め

に
全
額
・
4
分
の
３
・
半
額
・
４
分
の
１
と
多

段
階
の
保
険
料
免
除
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
周
知
度
は
全
体
で
62
・
7
％（
滞
納
者
は

63
・
7
％
）。

　

保
険
料
納
付
期
間
と
全
額
免
除
期
間
の
合

計
25
年
以
上
で
年
金
の
受
給
権
を
得
ら
れ
る

が
、周
知
度
は
全
体
で
74
・
1
％（
滞
納
者
72
・

9
％
）。

　

極
端
な
例
で
は
、40
年
間
全
額
免
除
で
も
、

加
入
は
し
て
い
た
か
ら

基
礎
年
金
約
6
・
6
万
円

の
う
ち
国
庫
負
担
分
の

2
・
2
万
円
は
支
給
さ
れ

る
。欧
米
諸
国
の
多
く
は

「
皆
年
金
」で
は
な
く
、失

業
者
や
無
所
得
の
主
婦

ら
は
強
制
加
入
か
ら
外

れ
、
い
わ
ば
出
入
り
自

由
な
制
度
だ
。そ
の
5
年

（
ド
イ
ツ
）、10
年（
ア
メ

リ
カ
）の
最
低
加
入
期
間

と
比
べ
、「
25
年
は
長
す

ぎ
る
」と
非
難
す
る
有
識

者
も
い
る
。

　

し
か
し
、「
皆
年
金
」で

あ
る
ゆ
え
に
免
除
制
度

を
設
け
、低
年
金
者
を
防

ぐ
た
め
最
低「
25
年
」の

縛
り
を
か
け
る
。さ
ら
に

60
～
69
歳
で
任
意
加
入（
周
知
度
は
全
体
で

33
・
4
％
）、納
め
忘
れ
に
は
過
去
2
年
分
の

追
加
納
付（
同
64
・
9
％
、11
年
度
か
ら
10
年

に
延
長
予
定
）な
ど
も
あ
る
。

　

マ
ス
メ
デ
ィ
ア
は
、社
会
保
険
庁
の
不
祥

事
を
糾
弾
す
る
の
と
同
様
に
、そ
れ
に
劣
ら

な
い
質
と
量
で
年
金
制
度
の
大
事
な
ポ
イ
ン

ト
を
正
確
に
伝
え
て
ほ
し
い
。

　

社
会
保
険
庁
を
衣
替
え
し
た
日
本
年
金
機

構
や
厚
労
省
は
、こ
の
周
知
度
の
低
迷
に
奮

起
す
べ
き
だ
。

　

正
確
を
期
す
た
め
か
、不
備
を
突
か
れ
な

い
保
身
の
た
め
か
、難
解
な“
役
所
言
葉
”の

説
明
が
ま
か
り
通
る
。何
よ
り
も
分
か
り
や

す
い
説
明
を
繰
り
返
し
届
け
る
。

　

詳
細
に
こ
だ
わ
る
あ
ま
り
、あ
れ
も
こ
れ

も
書
き
込
む“
役
所
体
質
”も
目
立
つ
。細
部

は
捨
て
て
、最
も
大
事
で
優
先
す
べ
き
事
項

に
絞
っ
て
伝
え
る
。

　

こ
の「
広
報
」の
イ
ロ
ハ
の
イ
か
ら
出
直
す

覚
悟
と
体
制
に
迫
ら
れ
て
い
る
。

（
郵
送
調
査
は
有
効
回
答
約
2
・
3
万
人
、回
収
率
37
・

8
％
、所
得
等
調
査
は
6
6
2
市
町
村
の
回
答
）
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表：基礎年金における国庫負担の周知度

※08年「国民年金被保険者実態調査結果」より

総数

納付者

1号期間
滞納者

申請全額
免除者

学生納付
特例者

若年者
納付猶予

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

41.6％
40.3％

37.2％

44.7％
42.1％

39.2％

35.6％
36.7％

34.5％

40.8％
42.6％

39.0％

31.2％
35.4％

31.0％

31.8％

2002年度調査

2005年度調査

2008年度調査
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